
１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員採用試験実施状況

(2) 事由別退職者数
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令和2年度における人事行政の運営等の状況
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　むつ市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、市職員の給与や職員数など
について公表します。これは、市民のみなさまに公表することによって、その公平性や透明
性を高めることを目的としたものであり、地方公務員法により義務付けられているもので
す。
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(3) 職員数の状況

①　総職員数 （令和２年４月１日現在）

②　部門別職員数 （各年４月１日現在、単位：人）
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③　年齢別職員構成の状況 （４月１日現在）

　

④　職員数の推移 （各年４月１日現在、単位：人）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。
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⑤　等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和２年４月１日現在）
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ウ　医療職給料表（２）

エ　教育行政職給料表
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オ　技能職等給料表

カ　企業職給料表

２　職員の人事評価の状況

　地方公務員法の改正により、平成２８年４月１日より人事評価が義務付けられました。
当市においては「職員評価制度」として実施しており、「目標管理」の手法を用い、職務遂行の過程

で見られた職員の意欲、能力及び勤務の実績等を的確に把握し、評価することにより「職員の能力開発
（人材育成）」、「勤務意欲の向上」、「適材適所の人事配置」等を進めるために行うものです。

また、職員が能力を最大限発揮し、その能力を有効活用することで、組織パフォーマンスの向上を図
り、少数精鋭で攻めの行政の推進を目指します。

評価については、「能力評価」と「業績評価」の２本立てとし、職務の業績を重視した「目標管理型
職員評価」となっています。

１級

２級

等級
級別職務分類表に規定する基準
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0.0

段階

(人) (％) 職名

(人) (％)

0

0

1

22

３級 0 0.0
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技師及び技能主事の職務

高度の技能又は経験を必要とする技能
技師及び技能主事の職務

特に高度の技能又は経験を必要と
し、困難な業務を行う技能技師及
び技能主事の職務

特に高度の技能又は経験を必要と
し、特に困難な業務を行う技能技
師及び技能主事の職務
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定型的な業務を行う主事、書記及び技
師の職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
主事、書記及び技師並びに職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同等と認めるもので規
則で定めるものの職務

主任主査並びに職務の複雑、困難
及び責任の度がこれと同等と認め
るもので規則で定めるものの職務

主幹並びに職務の複雑、困難及び
責任の度がこれと同等と認めるも
ので規則で定めるものの職務

課長並びに職務の複雑、困難及び
責任の度がこれと同等と認めるも
ので規則で定めるものの職務

部長並びに職務の複雑、困難及び
責任の度がこれと同等と認めるも
ので規則で定めるものの職務

0

10

0 0

10 35.7

主事
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3.6

8 8
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3.6

28.58
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3.6 局長 1 1
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0.0
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務

５級
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7.1主任主査
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2
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(1) 能力評価

人

人

人

人

人

人

人

人

(2) 業績評価

人

人

人

人

人

人

人

人

３　職員の給与の状況

(1) 総括

①　人件費の状況（普通会計決算）

②　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

　　　２　職員数は、令和２年４月１日現在の人数である。

計 414

農 業 委 員 会 事 務 局 2

教 育 委 員 会 事 務 局 35

上 下 水 道 局 25
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議 会 事 務 局 6

選挙管理 委員 会事 務局 3

監 査 委 員 事 務 局 2

評 価 方 法

341
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3

2

評 価 期 間

（ 評 価 基 準 日 ）

実 施 者 数

む つ 市

教 育 委 員 会 事 務 局

評 価 方 法

（ 評 価 基 準 日 ）

実 施 者 数

　評価期間内に発揮された能力や職務への取組姿勢・態度等を客観
的事実に基づき評価する。

　（令和３年２月１日）

　令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

35

2

監 査 委 員 事 務 局

議 会 事 務 局

選挙管理 委員 会事 務局

農 業 委 員 会 事 務 局

評 価 期 間

職員数

Ａ

5,467 ―
2年度

人 千円 千円 　　　千円 千円

425 1,506,315 269,397 547,714 2,323,426

（参考）類似団体平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

43,715,231 337,628 4,102,507

区　分
給　　　　　　与　　　　　　費 （参考）一人当たり

　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ ３１年度の人件費率

2年度
人　 千円 千円 千円 ％

区　分
住民基本台帳人口 歳  出  額 実 質 収 支 人  件  費 人 件 費 率 （参考）

％

9.38 10.17

千円 千円

（令和３年３月３１日） 　　　Ａ

55,354

　職員が設定した目標の難易度・達成度に基づき評価する。

む つ 市

　令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

　（令和３年２月１日）

上 下 水 道 局

計

25

414
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③　ラスパイレス指数の状況

④　給与制度の総合的見直しの実施状況について

ア　給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

イ　地域手当の見直し

（地域手当の制度なし）

ウ　その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

⑤　特記事項

　 （給与減額の状況）

国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に
取り組むとされており、これに対する実施状況である。

一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均１．８％引下げ。若年層については改定なし。高齢
層については最大４％引下げ。激変緩和のため、４年間（平成31年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実
施。他の給料表については、一般行政職の給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

期　　　間手　　　当

平成３０年1０月から令和４年3月まで

【概要】

（内容）

5％減額

給　料

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

　　　　（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

　　　　１００として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

市長

区　分

H29.4.1 

96.2 

H29.4.1 

98.6 

H29.4.1 

99.1 
H30.4.1 

96.7 

H30.4.1 

98.6 

H30.4.1 

99.1 
H31.4.1 

96.6 

H31.4.1 

98.3 

H31.4.1 

98.9 
R2.4.1 

96.8 

R2.4.1 

98.3 

R2.4.1 

98.9 

90

95

100

105

110

むつ市 類似団体平均 全国市平均 
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(2) 職員の平均給与月額、初任給等の状況

①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（４月１日現在）

ア　一般行政職

　　　　

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

イ　技能労務職

む　つ　市 － －

うち学校給食員

うち用務員

－ －

－ －

－ －

－ －

む　つ　市 円 － －

うち学校給食員 円 円

うち用務員 円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している(平成３０年～令和2年の３ヶ年平均)。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年

　度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

②　職員の初任給の状況（４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円中　学　卒 132,300 136,100 －

182,200

高　校　卒 150,600 150,600 150,600

技能労務職
高　校　卒 146,000 147,900 －

うち自動車運転手 ＊　 2,633,700 －

　　　  当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　  また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を

6,106,500

6,022,660 2,666,900 2.26

＊　 2,862,400 －

－ －

区　　分

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民間
Ｃ／Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

類似団体 51.6歳 39人 325,488円 378,873円 364,044円

287,283円 328,862円

青森県 51.6歳 268人 301,800円 335,212円 321,641円

196,500円 －

－ －

－ －

その他 53.5歳 　 1人 ＊　円 ＊　円 ＊　円

207,900円 －

うち自動車運転手 　-　歳 0人 - - - 自家用自動車運転手 56.6歳

47.7歳 195,900円 1.87

　-　歳  0人 - - - 用務員 55.9歳

350,700円 372,250円 371,425円 －

56.1歳  11人 350,200円 365,955円 367,167円 調理師

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ

類似団体 41.4 310,239 388,335 355,548

43.2 327,564

平均年齢 平均給料月額

314,400 376,979

むつ市

区　　分

公　　務　　員

（Ａ） （国比較ベース）

－

－

343,748

39.7 295,193 347,417 322,448

国 50.9歳 2,319人 －

42.9

－

民　　　　間

の類似職種 （Ｂ）

55.8歳 12人

平均給与月額

（国ベース）
平均給与月額区　　分

青森県

国 408,868

　　  ３　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が２人以下の場合は、すべて「アスタリスク（＊）」としている。

区　　　　　分 む　つ　市 青　森　県

　　  ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手

（注）１　「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　  除いたもの）で算出している。

国

一般行政職
大　学　卒 182,200 182,200
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③　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(3) 一般行政職の級別職員数等の状況

①　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（４月１日現在）

（注）１　むつ市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

146,100 円 247,600

304,200 円

１　　級 主事 42 人 11.1 ％ 円

195,500

231,500 円 350,000 円

円２　　級 主任 111 人 29.4 ％

264,200 円 384,200 円

３　　級 主任主査 83 人 22.0 ％

289,700 円 393,000 円

４　　級 主幹 53 人 14.1 ％

319,200 円 410,200 円

５　　級 課長 50 人 13.3 ％

６　　級 政策推進監 18 人 4.8 ％

5.3 ％ 362,900 円 444,900 円

技能労務職
高　校　卒

７　　級 部長 20 人

区　　分 標準的な職務内容 職員数

－ － － 328,400

－ － － －中　学　卒

構成比

一般行政職
大　学　卒 268,000 356,200 387,900 411,100

高　校　卒 227,900 312,000 358,800 374,800

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

１級 

11.1% 

１級 

12.3% 

１級 

15.9% 

２級 

29.4% 

２級 

28.9% 

２級  

23.0% 

３級 

22.0% 

３級 

21.7% 
３級 

19.3% 

４級 

14.1% 

４級 

14.7% ４級 

15.7% 

５級 

13.3% 

５級 

12.3% 
５級 

14.6% 

６級  5.3% ６級  4.8% ６級 6.8% 

７級  

4.8% 

７級 

4.7% 

７級 

5.3% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和2年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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②　昇給への勤務成績の反映状況

(4) 職員の手当の状況

①　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１年度支給割合） （１年度支給割合） （１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

◇　期末手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

②　退職手当（４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、１年度に退職した職員に支給された平均額である。

○ ○ ○

ロ　人事評価を実施していない

○

イ　人事評価を実施した

○

青　　森　　県

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 ○

標準の成績率のみ適用

標準に加え、下位の成績率も適用

○

○ ○ ○ ○

管理職員

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

○ ○ ○

47.709 47.709

一般職員

むつ市 国

○

○

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　制度なし　）

21,62413,458

47.709

28.0395 34.5825 28.0395 33.27075

34.7355 49.590 39.7575 47.709

49.590

 自己都合応募認定・定年 応募認定・定年

１９．６６９５ 24.55625 19.6695 24.586875

 自己都合

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　５～15％ 　・役職加算　　５～20％

む　　　つ　　　市 国

　・役職加算　　５～20％

○

(0.90) (1.40) (0.85) (1.45) (0.90)

令和２年度中における運用
むつ市

　・管理職加算　10～25％ 　・管理職加算　10～25％

国

国

1,326 1,634

2.50 1.75 2.50 1.75

(1.40)

１人当たり平均支給額（１年度）

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

１人当たり平均支給額（１年度）

2.60 1.90

―

○

特定管理職員 一般職員

標準に加え、上位の成績率も適用

む　　つ　　市

ロ　人事評価を実施していない

平成３１年度4月2日から令和２年4月1日
までにおける運用
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③　特殊勤務手当（４月１日現在）

千円

　円

　％

④　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理

　　　職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

⑤　その他の手当（４月１日現在）

円

円

円

円

月額 43,000 円

異

7,360円

千円 63,912

休日勤務手当 １時間当たりの支給額×135/100

円世帯主で扶養親族あり 17,800円

世帯主で扶養親族なし 10,200円

その他の職員

千円

千円 417,64940,512

　　　－

寒冷地手当

11月から翌年3月までの各月の
初日において在職する職員に対
して支給

同 - 27,610

同 - 　　－

異
支給区分及び

支給額
0

円政策推進監級 月額 38,000 円

課長級 月額 33,000 円

管理職手当

部長級

支給額

通勤手当
通勤距離が片道２㎞以上である職員に
ついて、通勤方法、通勤距離に応じて
2,000円～55,000円

異 距離区分 18,549

扶養手当

配偶者 10,000円

-

住居手当

支給職員１人当たり
平均支給年額

（1年度決算）

円

523

借家、間借　限度額 27,000円 同 - 27,417

102,066

375職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算）

44,549
6,500円

特定期間の加算

支給実績（３０年度決算）

同
父母等

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（1年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（1年度決算）

税務手当

火葬業務手当

支給実績（１年度決算） 1,642

68,416

福祉現業手当

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１年度）

7

手当の名称

5.2

支給職員１人当たり平均支給年額（１年度決算）

日額   300 円

月額 4,000 円

月額 5,000 円

火葬業務

現業業務

左記職員に対する支給単価

月額 4,500 円税の徴収又は滞納処分

月額 3,000 円

日額   200 円

主な支給対象業務

感染症鳥獣、
病害虫駆除作業

行旅死亡人処理作業

税外諸収入金の徴収

水道作業手当 脇野沢地区において水道作業に従事する職員 水道作業 月額 6,000 円

感染症消毒作業

主な支給対象職員

行旅死亡人処理作業に従事した職員

感染症防疫に従事した職員

死体処理作業手当

税及び税外収入徴収手当

１体 2,500 円

千円

保育所に勤務する職員 保育業務

管理職手当の支給を受ける職員が、臨
時又は緊急の必要、その他公務の必要
により、休日等に勤務した場合支給
管理職手当の区分に応じ、１回につき
3,000～8,000円

税外諸収入金の徴収に従事した職員

支給実績（1年度決算） 117,201

感染症等防疫作業手当

家畜防疫作業

税務課に所属する職員

生活福祉課に所属する職員

斎場に勤務する職員

管理職特別勤務手当 0

子 10,000円

5,000円

千円 298,010

千円 218,377

千円 57,965
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(5) 特別職の報酬等の状況（４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

      ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

         勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

(6) 公営企業職員の状況

①　水道事業

  　ア　職員給与費の状況

(ｱ) 決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　２　職員数は、30年４月１日現在の人数である。

イ　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

19 5,517

　　　給与費 　 B/A 一人当たり給与費

千円 千円

区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

―
1年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

11,565 19,415 104,82573,845

（参考）水道事業平均

Ａ  給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

141,784 9.30 10.65

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり　　

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

1年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,520,096 131,544

区　分

総費用 　純損益又は 総費用に占める

　実質収支 職員給与費比率

Ａ  Ｂ　

1,061,000

副 議 長 3.25

議 員

（支給時期）

市 区 町 村 長 給料月額×月数×45.5/100

266,000

副 市 長 給料月額×月数×26.5/100 8,776,800 任期満了時

　　（1年度支給割合）

18,564,000 任期満了時

副 市 長 3.25

議 長 　　（1年度支給割合）

退
職
手
当

（算定方式） （１期の手当額）

期
末
手
当

市 区 町 村 長

備　　　　考

357,000

副 議 長 361,000 653,000 294,000

議 員 340,000

報

酬

議 長 401,000 737,000

591,000

465,000

850,000

副 市 長 690,000 885,000 620,000

区 分 給        料        月        額        等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 722,500

むつ市（水道事業）

水道事業（市町村平均）

職員給与費

339,529 512,72344.2

45.4 315,357

29年度の総費用に占

364,919
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ウ　職員の手当の状況

(ｱ) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（30年度支給割合） （１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

(ｲ) 退職手当（４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2％～30％加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１　善退職手当受給者が３名以下のため、退職手当の１人当たり平均支給額は、過去２年の平均額である。

(ｳ) 特殊勤務手当（４月１日現在）

千円

　円

　％

－18,415

水道作業手当 管理職手当支給職員以外の職員 水道事業に関する業務

定年前早期退職特例措置

49.590

月額 6,000 円

現金出納手当 企業出納員に任命されている職員 現金出納業務 月額 5,000 円

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 左記職員に対する支給単価

支給実績（１年度決算） 936

支給職員１人当たり平均支給年額（１年度決算） 72,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（３０年度） 65.0

主な支給対象職員 主な支給対象業務

－

28.0395

１９．６６９５ 25.55625 －

むつ市（水道事業）

47.709 49.590 － －

－

水道事業（市町村平均）

 自己都合 応募認定・定年

－

34.7355 －

34.5825 －

自己都合

－

(1.40) (0.90) － －

　　－

　・役職加算　５～15％

１人当たり平均支給額（1年度）

1,521

2.50 1.80 － －

971

１人当たり平均支給額（1年度）

（退職時特別昇給　制度なし　）

－

応募認定・定年

むつ市（水道事業） 水道事業（市町村平均）
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(ｴ) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管

　　　　理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(ｵ) その他の手当（４月１日現在）

円

円

円

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1) 勤務時間の状況

※勤務場所及び職種によっては、上記以外の場合もあります。

世帯主で扶養親族なし 10,200円

その他の職員

同 - 1,396

7,360円

寒冷地手当

11月から翌年3月までの各月の
初日において在職する職員に対
して支給

世帯主で扶養親族あり 17,800円

休日勤務手当 １時間当たりの支給額×135/100 同 - 79 千円 26,333

千円 421,7142,952

73,473

円

円千円

政策推進監級 月額 38,000 円

課長級 月額 33,000 円

管理職手当

部長級 月額 43,000 円

異 支給額

324,000

通勤手当
通勤距離が片道２㎞以上である職員に
ついて、通勤方法、通勤距離に応じて
2,000円～55,000円

異 距離区分 966 千円 63,625

住居手当 借家、間借　限度額 27,000円 同 - 648

千円

千円

184,000 円
子 6,500円

父母等 6,500円

平均支給年額
（１年度決算）

扶養手当

配偶者 10,000円

同 - 2,208

特定期間の加算 5,000円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

支給実績
（１年度決算）

支給職員１人当たり

支給実績（３０年度決算） 6,360

職員１人当たり平均支給年額（３０年度決算） 420

支給実績（１年度決算） 2,458

職員１人当たり平均支給年額（１年度決算） 129

　８：３０～１７：１５

１２：００～１３：００

勤 務 時 間

休 憩 時 間

１ 週 間 の 勤 務 時 間

週 休 日

休 日

３８時間４５分

土曜日・日曜日

祝日法による休日、１２月２９日～１月３日
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(2) 休暇の種類と概要

(2) 休暇の取得状況

①　年次有給休暇の取得状況（令和２年１月１日から１２月３１日まで）

※令和3年勤務条件等調査より、一般職員についての数値

結婚する場合

妊産婦の健診休暇

妊婦の通勤緩和

公民としての権利を行使する場
合

裁判員、証人等として国会、裁
判所等に出頭する場合

必要と認められる期間

骨髄提供者となる場合

休暇の種類 概　　　要

年次有給休暇

病気休暇

１暦年に２０日。使用しなかった分については、２０日を限度に翌年へ繰り越すことが
できる。

次の事由により勤務しないことが相当である場合、１日、１時間又は必要に応じて１分
単位で有給の休暇を与えることができる。

特別休暇

負傷または疾患のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ない場合。連続
する９０日以内、ただし、がん等指定された疾患については１８０日以内。

選挙など必要と認められる期間

ボランティア活動に参加する場
合

9.8 25.2%

災害により滅失等した住居の復
旧作業等の場合

夏季における心身の健康の維
持・増進等の場合

介護時間（無給休暇）

組合休暇（無給休暇）

全対象職員数 平均取得日数

介護休暇（無給休暇）

消化率

父母等を追悼する場合

総付与日数 総取得日数

災害・交通機関の事故等により
出勤が著しく困難な場合

職員団体の事務従事、取得時間は給料減額

12,746 3,211 327

親族が死亡した場合

必要と認められる期間
災害時に退勤途上の身体の危険
を回避する場合

１年に５日の範囲内

１年に５日の範囲内

配偶者１０日、父母、子７日ほか

生理休暇

３日の範囲内

妻が出産する場合に育児参加をする場合、産前産後それぞれ８週以内の期間中に５日の
範囲内

妊産婦が保健指導又は健康診査を受けるため申し出た場合、必要と認められる回数及び
時間

子の看護をする場合

短期の介護をする場合

妊婦が通勤に利用する交通機関等の混雑が母体又は胎児の健康保持に影響があると申し
出た場合、１日につき１時間を越えない範囲内

出産した場合、８週間

生後満１歳に達しない子の保育のため、１日2回30分以内または１日1回１時間以内

出産する予定である女性職員が申し出た場合、８週間

育児参加をする場合

妻が出産する場合

産後の場合

産前の場合

勤務することが著しく困難な場合

保育時間の場合

必要と認められる期間

１暦年において５日の範囲内

介護のため勤務しないことが相当であると認められる場合、連続する２週間以上、３回
を超えず、かつ通算して６月を超えない範囲内、取得時間は給料減額

連続する７日の範囲内

連続する７日の範囲内

連続する３年の範囲内において必要と認められる期間、取得時間は給料減額

必要と認められる期間

父母、配偶者、子を追悼する場合、１日の範囲内

７月から10月までの期間中に連続４日以内、必要な場合は分割も可
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②　年次有給休暇以外の休暇の取得件数（令和２年１月１日から１２月３１日まで）

5　職員の休業に関する状況

(1) 育児休業等の取得状況（令和２年４月１日から令和3年３月３１日まで）

※上段：新たに取得した人数、下段：昨年度から引き続き取得している人数

(2) 自己啓発等休業の取得状況（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

※上段：新たに取得した人数、下段：昨年度から引き続き取得している人数

6　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分者数

※期間の更新についても１人としています。

※降任：現在ついている職よりも下位の職に任命する処分

　免職：身分を失わせる処分

　休職：職員としての職を保有したまま、一定期間職務に従事させない処分

　降給：現在の給料よりも低い額の給料に決定する処分

0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人

0人 0人 7人 0人

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

降任 免職 休職 降給

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

処分の種類

処分の事由

勤務実績が良くない場合

職務に必要な適格性を欠く場合

0人

5人

　分限処分とは、一定の自由に該当する場合に、職員の意に反して降任、免職、休職、降給の処分を行うも
のです。

計
5人 5人

心身の故障の場合

育児休業 部分休業 育児短時間勤務

組合休暇

138件 387件

病気休暇 特別休暇 介護休暇 介護時間

47件

男性職員

5人 4人

5人

取得者数
うち大学等
課程の履修

うち
国際貢献活動

女性職員

0人 0人

0人 0人 0人

5人 4人

女性職員
0人 0人 0人

0人 0人 0人

男性職員
0人

計
0人 0人 0人

0人 0人 0人
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(2) 懲戒処分者数

※戒告：職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分

　減給：一定期間、職員の給料を減額して支給する処分

　停職：一定期間、職務に従事させない処分

　免職：職員からその職を失わせ、勤務関係から排除する処分

７　職員の服務の状況

(1) 職務に専念する義務の免除

①　法律に定めがある場合

・選挙権その他公民としての権利を行使する場合

・年次有給休暇

・分限処分としての休職

・懲戒処分としての停職 など

②　条例に定めがある場合

・研修を受ける場合

・厚生に関する計画に参加する場合

・その他任命権者の定める場合 など

(2) 営利企業等の従事制限の許可

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場
合

0人

　地方公務員法第３５条により、職員には「職務に専念する義務」が課せられていますが、法律または条令
に定めがある場合には、その義務が免除されます。

主なものとしては、消防団活動や国民体育大会への参加、各種競技団体からの依頼による大会役員また
は審判員として参加することなどが挙げられます。

　地方公務員法第３８条では、職員には「営利企業への従事等の制限」が課せられていますが、「職務の遂
行に支障がない」、「特別な利害関係またはその発生のおそれがない」ことと、法の精神に反しないと認め
られる場合に限り、許可されることがあります。
　許可の例としては、国勢調査業務への従事や不動産の賃貸が挙げられます。

営利企業等の従事制限の許可に関する承認件数 106件

職務上の義務に違反または職務を怠った場合 0人 0人 0人 0人

職務に専念する義務の特例に関する承認件数 0件

0人0人 0人

処分の事由
戒告 減給 停職 免職

法令に違反した場合 0人 0人 0人 0人

　懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない行為があった場合に、地方公務員法第２９条の規定に基づ
き、戒告、減給、定職、免職の処分を行うものです。

処分の種類
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８　職員の退職管理の状況

(1) 令和２年度退職者数

※届出対象者：退職までの間に課長級以上であった者

(2) 再就職の状況

9　職員の研修の状況

各種研修会への参加状況 （単位：日、人）

階層別
研修

民間等 計

再任用 計

10

2

1

536

6

154

5 15

6

5

365 1

1

1

365

305

15

3

2

2

11

8

1

合　　　計

2

3

１年間派遣実務研修

主事・技師研修

主査研修

管理者入門研修

94

1,957

8

職階別研修（主事級～主幹級まで、計6回）

新採用者研修（自治研修所代替分）

１年間派遣実務研修

その他その他

公共測量の設計積算研修　など

課長研修

市町村税務新任者研修　など青森県自治研修所

国土交通大学校

東北経済産業局

青森県自治研修所

１年間派遣実務研修

日数 参加人数

むつ市

むつ市

むつ市

文部科学省

市主催新採用職員研修

上記のうち
届出対象者

0人

研修機関名等 研修名・研修内容等

退職者 10人 3人 1人 1人 15人

公務員

普通 中途

0人 0人 0人

上記のうち
届出対象者数

定年 応募認定

再任用
会計年度
任用職員

退職者数

届出数

12人 1人 1人 2人 4人 20人

10人 0人 0人 0人 0人 10人 9件

365 1

青森県自治研修所 主査第二部研修 2 4

１年間派遣実務研修

１年間派遣実務研修 365

365

内部研修

外
部
研
修

実務研修

国土交通省

日本ジオパークネットワーク

青森県自治研修所

青森県自治研修所

青森県自治研修所

その他

内閣府
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１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 職員健康診断の状況

Ａコース　～　問診・身体計測・理学的検査・血圧測定・尿検査・視力検査・聴力検査

Ｃコース　～　Ａコースの項目に追加して、下記の項目も併せて検査　　

　　　　　　　血中脂質検査・肝機能検査・貧血検査・血糖検査

(2) 公務災害の状況

(3) 福利厚生事業の状況

(4) 青森県人事委員会の業務の状況

①　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況

②　不利益処分に関する審査請求の状況

　令和２年度においては、審査請求はありませんでした。

　令和２年度においては、新たな措置要求はなく、また係属事案もありませんでした。

Ａコース（３４歳以下及び３６歳～３９歳）

Ｃコース（３５歳及び４０歳以上）

大腸がん検診

（４０歳以上）

公務上または通勤により負傷、疾病、障害または死亡した職員には、地方公務員災害補償法に基づき、補
償されます。公務災害の認定及び補償については、地方公務員災害補償基金青森支部が行っており、令和２
年度はありませんでした。

（全職員）

職員の福利厚生については、むつ市職員等の会員で構成される「むつ市職員互助会」が医療給付に関する
ことや、慶弔に関すること、また、会員の親睦を図るための事業を行っています。これらの事業につきまし
ては、全て会員の会費で運営されており、市からの支出はありません。

結核（胸部）検診
294人

胃がん検診

　地方公務員法の規定により、市では公平委員会の事務を青森県人事委員会へ委託しています。

日帰りドック（３０歳以上）

152人

121人

25人

138人

定期健康診断

（３５歳以上）

158人 脳検診（４０歳以上）

147人

20


